
事　務　事　業　執　行　概　要
薬 務 課
総 務 ・ 企 画 グ ル ー プ

１　総務
    課の一般庶務、予算執行などのほか、職員の給与等・物品の購入・出納等に関する事務の適正な執　行と業務の円滑な推進に努めた。
２　血液対策

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予算額

決算額
	㉖７，２０１
㉖６，３５４
	㉗３４，９８４
㉗２５，５００
	㉘５，６６３
㉘４，９８５


　

「献血意義の普及」及び「府内の医療機関で必要な血液を府内の献血で確保すること」を目標に献血を推進した。特に、安定的な献血者の確保、より安全性の高い血液の確保（成分・400mL・複数回献血の推進、検査目的の献血の排除等）に努めた。

　

(1)　献血者数は、383,598人（目標対比97.8%で、目標を2.2%下回った。）                  
	年度
	区    分
	献血者数
	構成比
	目標値
	構成比
	達成率
	前年度比

	28
	総   数
	383,598人
	100.0%
	392,214人
	100.0%
	97.8%
	99.0%

	
	内

訳
	成分献血
	116,471人
	30.4%
	114,664人
	29.2%
	101.6%
	106.6%

	
	
	400mL献血
	254,226人
	66.3%
	266,100人
	67.8%
	95.5%
	96.3%

	
	
	200mL献血
	12,901人
	3.4%
	11,450人
	2.9%
	112.7%
	 92.4%

	27
	総   数
	387,285人
	100.0%
	383,480人
	100.0%
	101.0%
	100.1%

	26
	総   数
	386,852人
	100.0%
	398,299人
	100.0%
	97.1%
	99.6%


　(2)　献血者の健康保持を図るため、「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」に基づき、献血申込者に対し、採血前の問診（健康診断）を実施した。                                      
	年度
	献血申込者（構成比）
	献血者（構成比）
	検査合格者

	28
	444,941人(100%)
	男
	282,473人

（63.5%）
	383,598人(100%)
	男
	261,454人

（68.2%）
	374,908人

	
	
	女
	162,468人

（36.5%）
	
	女
	122,144人

（31.8%）
	

	27
	454,061人(100%)
	男
	288,732人

（63.6%）
	387,285人(100%)
	男
	266,298人

（68.8%）
	362,979人

	
	
	女
	165,329人

（36.4%）
	
	女
	120,987人

（31.2%）
	

	26
	457,523人(100%)
	男
	289,671人

（63.3%）
	386,852人(100%)
	男
	266,677人

（68.9%）
	362,824人


	
	
	女
	167,852人

（36.7%）
	
	女
	120,175人

（31.1%）
	


(3)　市町村献血推進協議会事業費補助金の交付
　　 　市町村と連携して献血者を安定的に確保するため、全市町村献血推進協議会（地域団体の代表等を構成委員とする任意団体）の事業費を補助した。
 〔市町村献血推進協議会事業費補助金　支出実績〕（単位：円）

	㉖ 3,622,200
	㉗ 3,623,100
	㉘ 3,612,100


　

(4)　推進月間の実施
　　　　「愛の血液助け合い運動」月間（7月・全国一斉）、大阪府献血推進月間（12月･府独自）及び「はたちの献血」キャンペーン（1月～2月・全国一斉）に伴う献血推進を関係団体に呼びかけ、市町村献血推進協議会、大阪府学生献血推進協議会等が街頭広報を実施した。

　　　　

(5)　献血啓発にかかる作品募集事業の実施
　 　　 献血離れが著しい10代・20代の若者に献血の重要性、輸血によって救われる命の大切さを訴えるため、献血作品募集事業として「献血啓発作品　ポスター原画募集」を実施した。同世代である府内の16歳から29歳までの方から募集した結果、募集期間（平成28年7月1日～平成28年9月30日）中に151作品の応募があった。選考委員会による審査を経て、最優秀賞１作品、優秀賞 ５作品、入賞18作品を選定し、これら優秀作品については各種啓発に活用した。
   　 　

　(6)　献血推進審議会の実施等
    ①　少子高齢化の進展による献血者の減少が予想される中、「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」に基づき、府、市町村、大阪府赤十字血液センターなど各関係機関の役割や連携を密にし、年間を通じて医療に必要な血液を安定的に確保するため、献血の効果的な啓発活動等を大阪府献血推進審議会で検討し、大阪府献血推進計画を策定した。
②　市町村献血推進協議会、市町村及び府保健所を対象とした会議等を実施した。
③　「血液事業の現状」（平成27年度版）を作成し、保健所や保健衛生関係団体等へ配布し、献　　　血意義の普及･啓発に努めた。
○根拠法令　　安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（平成15年7月30日施行）
３　薬事監視指導
                   　　　　　　　　　　                                   　　　（単位：千円）
	予　算　額

決　算　額
	㉖１２，３１５
㉖１１，５４０
	㉗１３，９２７
㉗１２，１０６
	㉘１３，８２４
㉘１１，２８４


　(1)　薬剤師免許
　　 薬剤師法に基づく薬剤師免許関係の進達業務を行った。
   〔薬剤師免許等進達件数〕          
	事　　　　　　　項
	件　　数

	薬剤師免許申請
	1,073

	薬剤師名簿訂正申請
	558

	薬剤師免許証書換交付申請
	536

	薬剤師免許証再交付申請
	　　　56

	薬剤師名簿登録消除申請
	   　　6

	合　　　　　　　計
	2,229


      ○根拠法令　　薬剤師法
（2)　大阪府薬事審議会の開催
　　大阪府知事の諮問機関（条例設置）として、薬事に関する重要事項につき、学識経験者、薬業界

及び消費者の団体等の意見を聞き、適切な行政運営を行うため設置している。

　　　（審　議　会）　平成２９年１月３０日

　　　○根拠法令　　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

（以下「医薬品医療機器等法」と表記）、大阪府附属機関条例

４　毒物劇物取締　

（単位：千円）

	予算額

決算額
	㉖１，６６６
㉖１，０１５
	㉗１，６２２

㉗１，０９１
	㉘１，５９０
㉘１，０９３


 (1)　毒物劇物取扱者試験
　　 ①　毒物及び劇物取締法第７条に定める毒物劇物取扱責任者の資格の１つである同法第８条第１ 項第３号の試験を実施した。
試験日　 平成２８年８月９日

試験会場 大阪商業大学

	区　　分
	出願者数
	受験者数
	合格者数
	合格率(％)

	一 般 用
	609
	551
	316
	57.4

	農 業 用
	48
	47
	21
	44.7

	特定品目
	10
	10
	4
	40.0

	合    計
	667
	608
	341
	56.1


　　 ②　毒物劇物取扱者試験委員（条例設置）
         毒物劇物取扱者試験の公正を期するために設けられており、３回開催した。
　　 ③　自己情報開示請求
　　　　 試験の得点については、受験者本人の請求があった場合に開示している。
　　　　   開示件数　94件
         ○根拠法令  毒物及び劇物取締法、大阪府附属機関条例、大阪府個人情報保護条例
５　災害時医薬品等の確保供給体制の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予算額

決算額
	㉖2,927
㉖2,927
	㉗2,927

㉗2,910
	㉘2,927

㉘2,888


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　「大阪府地域防災計画」に基づき、災害時医療体制整備の一環として、災害時の迅速かつ的確な医療救護活動に必要な医薬品や医療用資器材等を流通備蓄で確保・供給する体制の整備に努めている。また、（一社）大阪府薬剤師会と「災害時の医療救護活動に関する協定」を締結し、迅速に薬剤師を派遣できる体制を確保している。
６　薬価等調査（国庫委託事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予算額

決算額
	㉖２，６５２
㉖２，６５２
	㉗５，１８２
㉗４，２０２
	㉘５，１０９
㉘２，２４０


医薬品等の生産及び輸出入の実体を明らかにするため、毎月の製造、輸入、出荷、在庫等につい
ての調査を製造所（営業所）毎に行った。

1 医薬品の生産金額（厚生労働省「平成２７年薬事工業生産動態統計年報」より）
                                                                             （単位：百万円）
	区　　分
	全　　国
	大　　　阪　　　府
	構　成　比（％）

	医 薬 品
	6,820,413
	495,375
	7.26


2 医薬品価格調査等
　　　医療保険制度において、療養の給付に使用された薬剤の費用の額を算定するための価格表（薬価基準表）は、医療機関が購入した価格を基準として定められるもので、市場の実勢価格を最もよく反映させたものであることが必要である。
	調　　査　　名
	目　　　　　　的
	調査対象
	時期
	調　査　方　法

	医薬品等供給動向調査（薬事工業生産動態統計調査)
	医薬品、医薬部外品及び医療機器に関する毎月の生産等実体を明らかにする。
	1 
	毎月末
	調査票の配布収集
 (統計調査員)

	医
薬
品
等
価
格
調
査
	薬価本調査
	使用薬剤の購入価格(薬価基準)の改定等の基礎資料を作成する。
	2 
	9～11月
	調査票の配布回収

	
	特定保険医療材料価格本調査
	特定保険医療材料及びその購入価格(材料価格基準)の改定等基礎資料を作成する。
	3 
	9～11月
	調査票の配布回収

	
	医薬品価格
他計調査
	薬価本調査及び経時変動調査の信頼性を確保する。
	4 
	2～3月
	調査客体に出向く

	
	薬価調査客体
精密化調査
	医療用医薬品の価格調査の調査客体を的確に把握する。
	5 
	３月
	調査対象客体の名称、所在地、電話番号等を調査

	
	材料価格
他計調査
	市場の実勢価格を的確に材料価格基準に反映させる。
	6 
	2～3月
	調査客体に出向く

	
	材料価格調査
客体精密化調査
	材料価格本調査の調査客体を的確に把握する。
	7 
	３月
	調査対象客体の名称、所在地、電話番号等を調査


（注）①:医薬品、医薬部外品又は医療機器製造所(全施設)

　②:販売サイド;保険医療機関・保険薬局に医薬品を直接販売している医薬品販売業者(全施設)

　   購入サイド;病院、診療所(歯科診療所除く)及び保険薬局(抽出)

　③:販売サイド;病院、診療所、歯科技工所及び保険薬局に直接特定保険医療材料を販売する医療機器販売業者(全施設)

　　 購入サイド; 病院、診療所、歯科技工所及び保険薬局(抽出)

④:医薬品を販売している卸売一般販売業者のうち2者(抽出)

⑤:医薬品を医療機関等に対し直接販売している卸売一般販売業の事務所、及び医療機関に直接医療用医薬品を販売している一般販売業の事務所及び薬局(全施設)
　⑥:特定保険医療材料の販売業者のうち2者(抽出)

⑦:特定保険医療材料を医療機関に対し直接販売している医療機器販売業の事務所(全施設)

○根拠法令  薬事工業生産動態統計調査規則(統計法）、厚生労働省医政局通知

７　薬業振興対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予算額

決算額
	㉖　－

㉖　－
	㉗　－

㉗　－
	㉘　－

㉘　－


（1）国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所等との産学官連携事業

大阪北部の彩都地域を中心とした北大阪バイオクラスターの中核研究施設である国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所が実施している「基盤的研究推進事業」で採択された大学等における研究成果の発表等を通じて、研究機関と産業界やベンチャー企業との研究情報の共有化を図り、大阪における創薬の活性化及び医療機器の開発を促進する。

　◇彩都産学官連携フォーラムの開催

	とき
	平成２９年１月２５日（水）

	ところ
	千里ライフサイエンスセンター５階山村雄一記念ライフホール

	主　　催
	彩都産学官連携事業実行委員会【構成団体：大阪府、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所、大阪医薬品協会、彩都（国際文化公園都市）建設推進協議会、（公財）千里ライフサイエンス振興財団】

	後援
	内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、国立研究開発法人日本医療研究開発機構

	協賛
	日本製薬工業協会、（公財）ヒューマンサイエンス振興財団、ＮＰＯ法人　バイオグリッドセンター関西、ＮＰＯ法人　近畿バイオインダストリー振興会議、（一社）大阪府医師会、（一社）大阪府薬剤師会、（一社）大阪薬業クラブ、大阪商工会議所、（株）日本政策金融公庫

	参加人数
	約１７０名


（2）　創薬（新医薬品開発）の取組み
大阪は古くから道修町を中心に多くの製薬企業や、医薬品・バイオ分野、ライフサイエンス分野における最先端研究機関が集積した地域である｡

大阪における産学官が連携して創薬の推進方策を検討するため、平成１５年に創薬推進連絡協議会を設置｡

平成29年1月13日に創薬推進連絡協議会医薬品承認迅速化方策等検討分科会を開催し、創薬関連

の薬事規制の課題について意見交換を行った。

◇創薬推進連絡協議会（構成団体）
	国立病院機構大阪医療センター、大阪大学大学院医学系研究科、同大学医学部附属病院、

同大学医学部附属病院未来医療開発部、（一社）大阪府医師会、大阪市立大学医学研究科、

医薬基盤・健康・栄養研究所、国立循環器病研究センター、大阪府立病院機構、

日本製薬工業協会、大阪商工会議所、大阪医薬品協会、大阪医薬品協会研究開発推進会議、

大阪府健康医療部、大阪府商工労働部

（事務局）大阪府健康医療部薬務課



